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株式会社ビジネスブレイン太田昭和の子会社との包括サービスの提供に係る 

合弁契約締結に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成27年１月29日付取締役会決議により、以下のとおり、株式会社ビジネスブレイン太田昭和

（以下「BBS」という）との間で、同社連結子会社であるグローバルセキュリティエキスパート株式会社（以下

「GSX」という）に関して、株式取得及び情報セキュリティ分野における包括サービスを提供することを目的と

する合弁契約を締結することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．合弁契約締結の理由 

当社は設立以来、大手企業に対し、情報セキュリティおよび不正取引監視などに関するコンサルティング

サービスを提供しています。特に、セキュリティ方針の策定・要件定義に加え、ネット取引における行動分析

を通じて不正を検知し、実害の発生を未然に防ぐ「ふるまい検知」という領域を強みとして、昨今のネット犯

罪の多様化・高度化に対応したサービス提供を行っています。 

一方 GSX は、セキュリティポリシーの策定、定着化支援、システム監査、内部統制支援、「タイガーチーム

サービス（GSX の専門エンジニアによる脆弱性診断サービス）」による質の高い侵入検査サービスおよび情

報セキュリティに関するコンサルティングを提供してきました。現在では、さらにソリューション事業が加わった

ことにより、顧客の情報セキュリティに係わるすべての課題について、ワンストップでソリューションを提供する

ことが可能になりました。 

情報セキュリティは企業経営の正否に直結するものとなっており、その重要性はますます高まっています。

当社および GSX は当合弁契約を通じ、当社の GSX に対する出資と同時に、両社の能力と経験を組み合わ

せ、多様化・高度化するネット犯罪から企業を守る包括的なサービスを提供し、企業のリスク低減と価値向上

に貢献します。 

 

２．合弁契約の内容 

（１）当社は、BBS の 100%子会社である GSX の発行済株式総数の 49%を取得します。 

（２）BBS は、GSX が営むセキュリティ分野における事業を主導すると共に、当社との協力関係の下で新しい

サービスによる GSX 及び当社の事業拡大に貢献します。 

（３）当社は、自社の情報セキュリティコンサルティングサービスの拡充を図ると共に、幅広い業種にわたるネ

ットワーク力、および新規事業企画力を生かし、GSX との協力関係のもと、新しいサービスの企画、マー

ケティング展開等を通じて、両社の事業拡大に貢献します。 
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３．グローバルセキュリティエキスパート株式会社の概要（平成 27 年 1 月 29 日現在） 

（１） 名 称 グローバルセキュリティエキスパート株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区西新橋一丁目２番９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 久慈正一 

（４） 事 業 内 容 
情報セキュリティに関するコンサルティングおよびソリューシ

ョンの提供 

（５） 資 本 金 270 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 59 年８月１日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社ビジネスブレイン太田昭和 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません。 

関 連 当 事 者 

への該当状況 

当社の関連当事者には該当しません。また、当該

会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事

者には該当しません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

－株 

（議決権の数：－個） 

（議決権所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 
2,646 株 

（議決権の数：2,646 個） 

（３） 異動後の所有株式数 

2,646 株 

（議決権の数：2,646 個） 

(議決権所有割合：49％) 

 

５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 27 年１月 29 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 27 年１月 29 日 

（３） 払 込 期 日 平成 27 年 2 月 3 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件による当社連結業績への影響は軽微であります。なお、今後公表すべき事項が生じた場合には速

やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 


